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アジアの福祉レジームにおける教育役割のジェンダー差

―シンガポールのミドルクラスの母親への質的調査から―

中 野 円 佳＊

Ⅰ．問題設定

本稿の目的は，子育ての脱家族化が進むシンガポールにおいて，なぜ教育役割が母親に

偏るのかについてを，家庭における役割分担や教育実践の在り様から解明し，福祉レジー

ム論において教育役割に着目する重要性を指摘することにある．

日本では，女性の就労や社会的経済的地位達成等の阻害要因として，家庭役割が女性に

偏る要因についての研究が蓄積されてきた．これに対し，最近のアジアでは，育児資源等

が豊富で育児責任を母親が丸抱えしなくても済む選択肢があるように見える国においても

女性が「教育する母」として専業主婦化する現象（落合 2013）や，「自己選択」としてジェ

ンダー化された親役割が取得されていること（天童・多賀 2016）が指摘されている．

欧米中心ではじまった福祉レジーム論においては，近年，アジア内部の多様性に注目す

る研究が増えている．福祉レジームの類型にあたり，これまでは主に高齢者の介護や乳幼

児の保育の担い手における脱家族化の程度が分析軸として採用されてきた．しかし，アジ

アにおける子どもの教育を目的とした専業主婦化の現象からは，ジェンダー格差の発生要

因を検証する上で，介護や育児とは切り分けて，別途「教育」の家庭責任を考慮に入れる

必要がでてきていると言える．なぜ，日本における女性活躍のボトルネックとされる「子
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本稿は，シンガポールの事例を通じ，脱家族化やジェンダー平等の度合を検討する軸としての福

祉レジーム論において，教育役割に着目することの重要性を示すものである．家族社会学では，ア

ジアの母親たちが子どもの教育を担うために専業主婦化する現象への注目が増している．他方で，

福祉レジーム研究は子どもの教育の担い手のジェンダー差について関心を払ってこなかった．本稿

では，養育は「脱家族化」できるにもかかわらず，教育役割が母親の負担となっているとされるシ

ンガポールを事例に，ミドルクラスの親への質的調査によって「なぜ教育役割は外注されず，母親

の責任になるのか」という問いに答える．分析の結果，新自由主義的な政策と家族主義が接続する

中で，母親には社会的プレッシャーがかかり，また女性たちが教育のための情報収集ネットワーク

を持っていることにより，他ならぬ母親が人的資本を育成する責任を負うことが見いだされた．
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育ての外部化」が進んでいる国において，養育は脱家族化できるのに，教育はできないの

か．なぜ家庭に残る教育役割を父親ではなく母親が担うのか．これらの問いは未回答のま

ま残されている．

シンガポールは住み込みの外国人家事労働者の雇用や祖父母の支援が得やすく，「育児

問題」が見出しにくい国として論じられることもある（落合他 2004）．一方，教育の役割

は母親に偏重し，教育負担が少子化の一因として指摘されており（Jones2012），この問

いを検証するのに適した国と言える．本稿では様々な選択肢を持つシンガポールのミドル

クラスの親たちが，教育役割をどのように捉え，実践しているのかを質的調査を通じて明

らかにし，教育実践と役割分担は国の福祉レジームと無縁ではないことを示すものである．

なお，本稿では広く子育てや育児に位置づけられる活動のうち，乳幼児の見守りや食事

を与えるなど生活の基本的な営みを支援することを養育，主に学齢期における学習補助や

人的資本を拡大させるための活動やそれに伴い発生する管理業務等を教育として定義する．

Ⅱ．先行研究の検討

本章では，育児負担や教育役割を巡る先行研究と福祉レジーム論での位置づけについて

1節で日本やアジアの議論，2節でシンガポールについて検証し，本稿の問いを設定する．

1． 育児・教育役割と福祉レジーム論

(1)育児負担を巡る先行研究

これまで，日本では女性の就労や社会的経済的地位達成の阻害要因として，意識，育児

資源，職場環境，そしてこれらの相互関係である循環構造要因の4種類が指摘されてきた．

意識要因については，女性本人の大卒時就労意識（西川 2001），想定していた理想の人

生像（丸山 2001），母親役割意識（岡本 2000）など，学齢期までのジェンダーの内面化

や性別役割分担意識の高さが阻害要因になると指摘されてきた．

職場環境要因としては日本企業では正社員はメンバーシップ雇用で長時間働くことが前

提で，専門職や官公庁という特定の職業や職場でしか継続が難しいこと（西村 2014），統

計的差別や逆選択（大沢・盧 2015）などが指摘されてきた．

育児資源要因については，出産後の祖父母との同居や近居（西村 2014），夫や保育所の

利用（岩田・大沢 2015）が就労継続要因とされてきた．とりわけ，女性の家事・育児負

担が男性に比べて大きくなる要因については，家庭領域での無償労働が「家事労働」とし

て発見されて以降（上野 1990），交渉や抵抗がなければジェンダー秩序のベクトルにさら

されること（舩橋 2006），言説構造に加えて資源構造が交渉力を限定させること（山根

2010）等が指摘されている．負担の男女偏重要因では父親の子育ての阻害要因について，

石井（2013）が従来の議論を「相対的資源差説」と「時間的余裕説」からなる「資源・勢

力格差要因」，「性別役割分業観説」と「父親アイデンティティ説」等からなる「意識要因」，

「家庭内需要説」と「職場環境と慣行説」からなる「ネットワーク・サポート説」と整理
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した上で，「夫婦関係要因」，「子育てスキル・スタンダード要因」を加えている．

これらの相互作用も含め構造的要因を指摘したものとしては，男性が正社員として一家

の稼ぎ主として家族賃金などを受け取る一方で，女性は周縁的な労働力とされ（山口

2017），家庭役割を任されてきた構造（本田 2014）が指摘されている．

(2)教育役割を巡る先行研究

(1)が主に子どもが乳幼児期に関する研究であるのに対し，近年は教育社会学や家族社

会学で，日本やアジアにおける家庭での教育役割の大きさが指摘されている．

歴史的に見れば，1970年代以降に家事時間の減少に対して育児時間の増加が見られ，専

業主婦である母親に教育の責任がうつり（渡辺 1999=2006），親こそが子どもの教育の責

任者であるとの観念のもとに主に母親が「パーフェクトチャイルド」を育てようとする

「教育する家族」の大衆化が進んでいるという指摘がある（広田 1999）．

教育役割が女性のライフコースに及ぼす影響については，近年，中国（宮坂 2007）や

韓国（柳 2021）で，高学歴女性の主婦化が指摘されている．日本では，本田（2005）が

学歴の決定要因や効果を大きく認識している女性ほど子どもをもたない傾向や，子どもを

もった上で働かないことを選んだ女性が子どもの教育に関して熱心であることを指摘する．

また，学校外教育等の市場化が進んでも，情報収集やマネジメントには時間がかかるこ

と（Parketal.2011），進学塾との緊密な連携の上での「黒子」の役割に母親のコミット

メントが必要なこと（平尾 2004），習い事など外での活動における母の負担が大きいこと

（Lareau＆ Weininger2008）などを指摘する研究がある．

(3)福祉レジーム論での位置づけ

福祉レジーム論は，福祉の生産が国家と市場と家庭の間にどのように振り分けられるか

を定義をしたものである（Esping-Andersen1999=2000）．当初脱商品化の程度を分析し

ていた福祉国家の類型に対し，ジェンダーの視点の重要性が指摘され（Sainsbury1994，

Daly&Rake2003=2009），近年は女性の自立を可能にする鍵ともなる「脱家族化」の程

度も考慮し，整理されている（Esping-Andersen2009=2011,新川 2015）．

同時に，福祉レジーム論を欧米からアジアに適用する研究も広がっている（末廣 2010，

上村 2015，Maison2015=2019など）．一般的には遅れて近代化の波が訪れたアジアでは，

介護や保育等が市場化される自由主義が進行しながら親族の役割が残り，国家が整備して

いる福祉施策は未だ限定的であること（落合 2013），「強い家族主義」（Jonesetal.2009）

やとりわけ儒教的家族関係の重視（鈴木 2012）等が指摘されてきた．

他方で，福祉レジーム論の中では，教育を受ける権利や早期教育が貧困を防ぐ可能性が

言及されるものの（Esping-Andersen1999=2000,2009=2011），積極的に福祉レジーム論

に教育の担い手を位置づけるものは多くない．その稀少な先行研究も，理論的検討（広田

2013）や政策の検討（辻 2012）に限られ，具体的に前項で検討した教育役割について，

どの主体によりいかなる形で担われているのかについては関心が払われてこなかった．
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(4)小括

(1)で見た女性の就労中断要因が克服されている社会，つまり性別役割分担意識が低く，

育児資源が豊富で，男女平等な職場環境があり，共働き前提の社会では，女性の就労や昇

進は男性並みの高さとなっていくだろうか．そうとは限らないことを示唆するのが(2)で

の教育役割の要因である．(3)で見たようにアジアの福祉レジームに関する研究は増えて

いるが，教育役割とその担い手を考慮にいれる必要がでてきていると言える．次節ではそ

の典型国としてのシンガポールの状況を概観する．

2. シンガポールについての先行研究

(1)シンガポールの育児負担要因

日本の女性の就労中断等につながる要因は意識，育児資源，職場環境があった．シンガ

ポールはこの3点において課題が明確であるとは言えない国である．

まず意識要因については，IPS（2013）で，86％が「夫婦が経済面での貢献や家事，育

児などの家庭責任を平等に分け合うべきだ」に賛成している．「妻は家事・育児，夫は経

済的責任を負うべき」への賛成割合はわずか4％で，いわゆる性別役割分担意識は低い．

職場環境についても，Linetal.（2020）によれば，フルタイムで働くシンガポール市

民の調整前の男女賃金格差は16.3％で，学歴・年齢の効果1.9％や職業の違いの影響7.0％

等を取り除いた調整後の男女賃金格差は 6％である．TheWorldEconomicForum

（2021）によるジェンダーギャップ指数でも，同じ仕事に対する男女賃金格差においてシ

ンガポールは男性を1とした場合に女性は0.8と，格差の小ささで世界7位に位置づけら

れている．

育児資源については，落合他（2004）や落合（2013）がアジア諸国比較において，シン

ガポールは中国やタイに比べ父親の参加が少ない反面，親との近居に優遇策などもあり親

族に加え，住み込みのヘルパー，施設と市場で選択可能な育児資源は豊富にあることを指

摘する．先行研究では，「母親の養育」に特別なこだわりが全くない（木脇 2007），「育児

問題」はシンガポールでは見出しにくい（落合他 2004）と指摘されることもある．

このように，シンガポールは，従来女性の就労中断要因として注目されてきた規範，育

児資源，男女賃金格差において相対的に問題が少ないと言える．

(2)シンガポールの教育役割

育児における女性の就労阻害要因が少ないとされる反面，指摘されるのが学齢期の子ど

もの教育役割の重さである．Yeoh&Huang（2010）は，ヘルパーに外注せず家庭内に

残る役割として，子どものしつけ，宿題の監督，医者や歯医者に連れて行くこと，病気の

時に家にいること，支払い関係を上げると同時に，とりわけ母親は「質の高い」子どもを

育てる「教育エージェント」の役割を担うと指摘する．量的調査でも，主なケア提供者が

母親であると回答する比率は就学前で63～64％であるのが，就学後は70％程度に増える

（Shum-Cheung2006）．子どもの教育競争に熱をあげる親たちは「Kiasu」（負けるので
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はないかという恐れ）と呼ばれ（Goransson2015），子どもの学業面での成功が母親の

成功として見られること（Yeoh&Huang2010），親が学業面での成功に対して子ども

の教育に時間と労力を払っていること（Jonesetal.2009，Mathewsetal.2017）が言

及されてきた．

背景として，シンガポールは独立当時からメリトクラシー体制を掲げ，1979年から

PSLE（小学校卒業試験）によるレベル別の振り分け制度の結果が中等教育以降の進路に

直結していることがあげられる．試験を通じた選抜とメリトクラシーは国の根幹であり，

実際に獲得した学歴による賃金格差が大きいことが指摘されている（シム 2009）．政府は

1990年代後半から「従来型学力」偏重の是正を目指しているが，結局政策自体が「従来型

学力」と「新しい能力」の両側面を追及しており（Bach&Christensen2017），ミドル

クラスの親子は塾と習い事に追われている．シンガポールの出生率は1.2以下と極端に低

く，とりわけ中華系や高学歴女性（Jonesetal.2009），晩婚の場合（Hashmi&Mok

2013）に低出生になりやすい傾向とともに，晩産化や1世帯あたりの子ども数の減少の背

景として，子どもの「質」が問われる中で教育費などの経済的負担（Jonesetal.2009,

Sun2012,Hashmi&Mok2013）が指摘されている．家庭の教育負担の大きさは，この

ように低出生率や，女性の年齢別就労率が30代後半から下がり子どもが学齢期に入ってか

らであると解釈される「右肩下がり」（落合他 2004）につながるとの指摘がある．

また，教育負担は働く時間等の男女差をもたらし，年収や取締役の少なさをもたらして

いる可能性がある．25～54歳の国民のうち，フルタイムで働く人の割合は男性が89.8％で

あるのに対し女性は72.3％（MOM 2020）であり，フルタイム内で比較しても女性は男

性よりも週2-3時間働く時間が少ない（GlassdoorEconomicResearch2019）ほか，職

種の男女差も指摘されている（Quah2008）．シンガポールの管理職に占める女性比率は

37％と，米国（40％）などに続き英国（35％）などより高い（ILO 2020）のに対し，主

要企業の取締役に占める女性割合は7.9％と北欧（26～40％）や英国（17％），インドネシ

ア（11.6％）など他のアジアの国より低い（MSF2014）．

(3)シンガポールの福祉レジーム上の位置づけ

シンガポールの社会保障制度の中心は，中央積立基金（CPF）という強制貯蓄型の個

人口座である．国民年金制度や国民健康保険制度，失業保険制度等が不在で，基本的に国

民の自助を前提としている（上村 2015，末廣 2010）．最低限の低所得者に対する公的扶

助（PublicAssistantSystem）も人口の0.1％にとどまり，日本の生活保護率と比べても

低いことが指摘されている（上村 2015）．人的資本を国の最大の資源と位置づけ，敗者復

活トンネルを用意する（シム 2009）など，教育と職業訓練への支援はするものの，社会

保障は雇用と市場に依存するワークフェア政策を採っていると言える．脱商品化の程度は

非常に低く，福祉レジーム論の類型においては，自由主義的な側面が強い．

一方で，脱家族化については，女性の人権や福祉の観点からではなく，「開発主義的」

（落合 2013），「経済合理的」（Kho2010）な目的，つまり国の経済発展のために，保育施
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設の整備や外国人家事労働者（ヘルパー）の雇用を可能にし，脱家族化を進めてきた．そ

の反面で，政府は1990年代から「家族の価値」を強調し，老親扶養法（1995年）など老親

の経済的支援を成人した子どもに期待する政策や法律を制定してきた（田村・篠崎 1999）．

つまり，実態は市場で選べるオプションを多様に用意してはいるものの，その選択や費用

負担を家庭に任せている．落合（2011）はこれを「新自由主義的家族主義」と呼ぶ．この

結果，国際比較上では母親の負担が少ないとされる反面（落合 2013），外国人ヘルパーを

巡っては，一般的に家事労働者が自分の子どもを母国のより貧しい女性などに任せる「ケ

アのチェーン」（Ehrencreich&Hochschild2002）が発生することやヘルパーが相対的

に弱い立場に置かれること（上野 2011）の課題が指摘されている．また，シンガポール

国内ではヘルパーを雇うことができない家庭（Teo2016）や，特に低学歴の女性は家庭

での負担の偏りがあること（Teo2015）を指摘する研究もある．

介護や養育については，外部化できる層とできない層の格差が指摘される反面で，教育

については，前項で見た通り，ミドルクラスにおいても担い手自体が「脱家族化」してお

らず，母親偏重の傾向がある．先行研究では，教育の外部化が進めばさらに女性の就労が

押し上げられる可能性があるとの指摘がある（木脇 2007）が，塾産業が発展し，7－8割

が子どもを塾に行かせる2010年代後半（Tan2017）でも母親の負担傾向は続く．

(4)小括と本稿の問い

性別役割分担規範が弱く，育児資源として豊富な選択肢があり，同じ仕事における男女

格差も少ないながら，就学以降，子どもの教育を母親が担う傾向が指摘される国がシンガ

ポールである．福祉レジーム論はアジアへの対象を広げながらも，教育の家庭責任が家族

の中でどのように割り振られているかについて従来は関心を払ってこなかった．

とりわけミドルクラス層のこのような役割偏重は，いわば嗜好的な家庭の教育戦略であ

り，欠ければ生存を脅かすような福祉やケアとは異なる．しかし，Okin（1989=2013）が，

家庭内での役割偏重が，女性が政治や職場などほかの領域での平等を獲得できない原因と

なっていると指摘するように，シンガポールにおいては，少子化対策やジェンダー平等の

達成のためには，無視できない課題となっている．

先行研究を踏まえ本稿では次のようなリサーチクエスチョン（RQ）を設定する．

シンガポールのミドルクラス家庭で，

RQ1：家事，育児，教育の役割はどのように分担されているか

RQ2：養育役割は外注できるのに，教育役割はなぜ外注できないのか

RQ3：家庭に残る教育役割は，なぜ母親に偏るのか
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Ⅲ．調査・分析方法

2018年から2021年にかけて，シンガポールにおいて，年長から中学生までの子どもがい

る親35ケース（夫婦3ケース，母親のみ32ケース）に対して，インタビューを実施した．

市場化されたオプションを持つにもかかわらず，外部委託が限定される原因を検証するた

め，ミドルクラス以上で，多数派であり，出生率施策などの主要対象とみなされている

（Teo2011）中華系を主な対象者とした．先行研究においては,中華系における儒教など

各エスニシティの「伝統的価値」にそれぞれ男性優位がみられるものの，いずれにおいて

も日常への影響は限定的であると指摘されている（Quah2008）ほか，マレー系の学歴

が低いことや中華系以外が出生率が高い傾向にあるため子育て負担が重くなる可能性は議

論されているものの（Lim 2015），同階層内のジェンダー役割規範等についてエスニティ

による差異は指摘されていない（Sun2012）．本調査においても，比較のために中華系以

外の母親も一部対象に加えたが，エスニシティによって明確な役割分担の違いは観察され

なかったため，分析軸としてエスニシティの差異には注目していない．

当初，シンガポール人で小学生低学年の子どもがいる大卒の母親という条件で，シンガ

ポールの公立小学校に子どもを通わせている日本人の母親に小学校や習い事のクラスメー

トの親や職場の同僚に調査協力を呼びかけた．その後，スノーボールサンプリングで調査

者を増やした．母親の就労形態により役割分担が異なる可能性を踏まえ，多様性が出るよ

う戦略的にサンプリングを実施している．

対象者の一覧は表1に記載する．ケースIDのアルファベットは，働き方がフルタイム

の16人をF（Fulltime），週数日勤務や時短，自営業などフレキシブルな働き方をしてい

る10人をP（Parttime），専業主婦の9人をS（Stayathome）でそれぞれ示している．

また，F6，F8，P7はインタビューをした母親に夫を紹介してもらうことで，夫婦ともに

調査対象としたが，夫婦間で特に齟齬が生じる情報はなかったこと，主要な役割を担って

いるのは大半の夫婦において母親であったことから，データとしては母親の学歴等を記載

した．

対象者の学歴は大半が高等教育卒で，そうでない場合も配偶者の学歴が大学卒以上であ

る．世帯月収は2020年の国勢調査で中央値が約7700ドル（約63万円）を下回る家庭を3ケー

ス含むが，大半は 10000ドル（約80万円）前後～それ以上であり，ミドルクラス以上に属

する．長期でシンガポールに居住し，永住権を持つ外国人（表でPRと記載）も少数含ま

れる．日本人のPRのケースは，夫がシンガポール人である．

調査に際しては，まず事前に基本情報シートをメール等で送り，生年や学歴，収入等を

自己申告で記入してもらった．その後，現地で対面（2021年春は一部オンライン）にて1

人1時間～1時間半程度，半構造化インタビューを英語で実施した．夫婦調査の場合は互

いのインタビューに片方は同席せず別々に実施した．実施インタビューは英文スクリプト

にし，M-GTA（木下 2003）により分析を行った．一部の対象者は，変化を観察するた
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め2回にわたってインタビューしたほか，追加質問をWhatsApp等で送り答えてもらっ

た．
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表１ 調査対象者一覧

ID
エスニシ
ティ等

本人生年 本人学歴 本人職業

F1 中華 1981 国内大学 金融

F2 中華 1984 国内大学 会社員

F3 中華 1979 海外大学 官僚

F4 中華 1982 国内大学 金融

F5 中華 1982 通信大学 会社員

F6 中華※夫婦 1980 国内大学 会社員

F7 中華 1975 国内大学 金融

F8 中華※夫婦 1980 国内大学 会社員

F9 中華 1975 国内大学 士業

F10 マレー 1981 ポリテク 会社員

F11 中華 1976 国内大学院 教員

F12 中華 1979 国内大学 金融

F13 中華 1976 国内大学 士業

F14 インド 1981 国内大学院 幼稚園教員

F15 日本人PR 1971 海外大学 フリーランス

F16 マレー 1979 国内大学 教員

P1 中華 1974 国内大学 フリーランス

P2 中華 1977 海外大学 士業

P3 中華 1980 国内大学 会社員

P4 中華 1977 海外大学 ジムトレーナー

P5 インドPR 1981 海外大学院 大学教員

P6 中華PR 1981 海外大学 士業

P7 中華※夫婦 1975 国内大学 フリーランス

P8 中華 1976 国内大学 自営業

P9 日本人PR 1974 海外専門学校 自営業

P10 中華 1978 ポリテク 自営業

S1 中華PR 1981 海外高校 専業主婦

S2 中華 1979 海外大学院 専業主婦

S3 中華 1980 国内大学 専業主婦

S4 中華 1976 海外大学 専業主婦

S5 中華 1979 通信大学 専業主婦

S6 中華 1974 国内大学 専業主婦

S7 中華 1975 国内修士 専業主婦

S8 中華 1975 国内大学 専業主婦

S9 中華 1974 国内大学 専業主婦



Ⅳ．分析

以下，1節でRQ1，2節でRQ2，3節でRQ3に対応させて検証する．
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表２ 調査対象者家事・育児分担

ID
対象
児

対象
児性

ヘル
パー

祖父母
の支援

塾・習
い事数

掃除 料理 宿題チェック

※（ ）内は1週間のうちの回数

F1 年長 男 有 ― 5 ヘルパー ― 母

F2 年長 女 有 送迎 7 ヘルパー ヘルパー 母

F3 小1 女 有 毎日 4 ヘルパー 母方祖母（4），母（2-3） 母

F4 小1 男 ― ― 4 たまに母 なし 母

F5 小2 女 ― ― 1 家族全員 母（1-2） 母

F6 小2 女 ― 休日 2 母（1） たまに母 母

F7 小3 男 有 ― 2 ヘルパー ― 母

F8 小3 男 有 ― 7 ヘルパー 母，たまに父 ―

F9 小4 男 有 ― 5 ヘルパー ヘルパー 母，父（1-2）

F10 小4 男 有 同居 1 ヘルパー ヘルパー 母

F11 小5 男 有 毎日 1 ヘルパー 母 母と父が順番に

F12 小5 男 有 週5回 6 ヘルパー 父（2） 母（2），父（2）

F13 小6 女 有 毎日 6 ヘルパー ― 母，たまに父

F14 中1 女 有 ― 4 ヘルパー ヘルパー 母

F15 中1 女 ― ― 2 母が70％ 母，父 ―

F16 中2 女 ― ― 2 家族全員 家族全員 母と父が順番に

P1 年長 男 ― ― 2 ― ― 母

P2 年長 女 ― ― 1 ― ― 母

P3 小2 男 有 ― 3 ヘルパー 両祖母，ヘルパー，母 母，父と父方祖母（1）

P4 小2 女 有 ― 4 ヘルパー ヘルパー 母

P5 小2 男 有 同居 6 ヘルパー ヘルパー，母（1） 母

P6 小2 女 ― ― 1 母（3） 母 母

P7 小3 女 ― ― 0 通いヘルパー 母 母と父が順番に

P8 小4 女 有 ― 6 ヘルパー ヘルパー 母

P9 小4 女 ― ― 5 母 母 母か父

P10 中3 女 ― ― 0 母（3） 母 ―

S1 小2 男 ― ― 6 母 母（2） 母

S2 小2 男 ― 時々 8 母 母か祖父母 母

S3 小3 男 ― ― 3 母 母 母

S4 小4 女 ― ― 4 母・父 昼食のみ母（4) 母，母が忙しいとき父

S5 小5 男 ― ― 0 母，父（1） 母（2-3），父（1） 母，たまに父

S6 小6 男 ― ― 0 母，子 ― ―

S7 中1 女 ― ― 2 母，父（1） 母（3-4），父（1-2） 母，母が忙しいとき父

S8 中2 女 有 週2回 1 ヘルパー ヘルパー ―

S9 中2 女 ― ― 6 家族全員 母 ―



1． 誰が何の役割を担っているか

(1)家事

表2は対象者に記入してもらったヘルパー雇用や祖父母からの支援の有無，掃除・料理・

宿題チェックの役割分担である．外国人ヘルパーを雇っているのはフルタイムの16ケース

中11ケース，パートタイムの10ケース中4ケース，専業主婦群では9ケース中子どもが4

人いる1ケース（S8）である．ミドルクラスを対象にしていることから，ヘルパーを雇

用したいが経済的にできないという家庭はなかった一方，「子どもが自分のことを自分で

しなくなるのでやめた」（S2），「知らない人が家にいるのを好まない」（F6,P2）などの

理由で雇っていない家庭がある．掃除はヘルパーがいる場合はほとんどがヘルパーの役割，

いない場合は母の役割または子どもの年齢があがるにつれ家族全員である．料理はヘルパー

を雇っていても，味の好みや料理の腕などの理由から任せないこともあり，また祖母の支

援が3ケースみられる．空欄は外食などで料理を日常的にしないという場合である．

(2)チュータリング役割

日本の教育役割についての先行研究において，多賀（2011）が受験勉強の支援等，子ど

もの「卓越化」を目指す側面を「チュータリング」と定義するのに従い，宿題チェック等

の役割をここではチュータリング役割とする．この役割はシンガポールの場合，具体的に

は，学校や塾の宿題に取り掛からせるだけのケースもあれば，何が間違っているかを確認

し教えたりすること，更に市販のドリルを購入してきて子どもに取り組ませるケースもあ

る．大半が毎日発生し，1日2時間程度はかかるとしている．チュータリング役割は，ヘ

ルパーには任されず，関与しても「子どもたちが宿題をするべき時間に私は家にいないの

で，ヘルパーにテレビを消してリモコンを管理しておいてもらう」（F11）程度の役割に

とどまる．祖父母も稀で，35ケース中29ケースで母親への言及がある．父親は11ケースで

登場し，「（得意分野に応じて）理系科目は夫，文系科目は私が見ている」（F16）という

例もあるものの，多くは週末，あるいは母親が手が離せない時の代打要員である．空欄の

ケースは，学校や学童でやってくる，中学生で親がチェックをしていないなどが該当する．

(3)施設等の利用と送迎・教育エージェント役割

シンガポールでは学童が整備されているが，先行研究では子どもを預ける先としては施

設を回避する姿勢があり，祖父母を含む家族内ですべきとの「理想像」があるとの指摘が

ある（Teo2010）．本調査でも学童を使っているケースはごく少数に限られた．理由とし

ては「学童は誰も面倒をみられる人がいない子がいくところ．しかもただ過ごすだけなの

で，その時間を何か生産的なことに使ってほしくて習い事に行かせている」（F8）など習

い事熱が背景にある．シンガポールの小学生の終業時刻は13時半前後で，学童に行かない

場合，昼食を家でとり，午後は塾や習い事，家庭教師等に時間を割くことが多い．

習い事・塾としては，PSLEで原則必須である母語（中国語，タミル語など）が23ケー

ス，算数（数学）が16ケース，英語は12ケースが塾・家庭教師を利用していた．このほか，
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習い事も学校での放課後活動に加えて，水泳（9ケース）などのスポーツやピアノなどの

音楽系（9ケース），アート（5ケース）の利用が見られる．背景には競争の激しさと学

歴を獲得しなければ「システムからこぼれおちて，それが初期に起きれば戻るのがとても

大変」（F7）との認識がされていること，そして，「成績が悪いと学校の先生から塾に行

くことを勧められる」（P9）などと，学校からも推奨されることがあるためである．

塾や通いの習い事の場合，送り迎えが発生する．先行研究ではTeo（2018）が施設型の

市場サービス自体がヘルパーなどの存在を前提としていることを指摘している．本調査の

対象者でも，歩いて行ける範囲でヘルパーや子の祖父母が送迎担当という場合もある．

ただし，学校外教育を巡る競争が加わることで（Tan2017），評判のいい教室や指導者

を求めて遠方でも車で送迎するケースも多く観察された．たとえば専業主婦のS2は「毎

日分刻みで予定が入っていて，私は完全に送迎運転手．子どもたちが学校から帰ってきた

ら，お昼ご飯を食べさせて，習い事にでかける．子どもが習い事に行っている間は食材の

買い物をしたり，図書館にいって子ども用の本を借りに行っている．間で下の子は昼寝を

しないと持たない日もある．祖父母にこれをやってもらうのは高齢すぎる．私ですら疲れ

果てる」（S2）と述べる．このような車での移動は，共働き家庭でも通常ヘルパーや祖父

母が担うことはほぼない．自営業のP8は，学校に娘たちを迎えにいき，昼食を食べさせ

たあとに，毎日習い事に連れて行き「帰宅後は宿題もあるし本も読まないといけない」と

忙しさに言及する．仕事は午前中と娘たちが習い事に行っている間や就寝後にしている．

また，通いの塾よりは費用がかさむが，家庭教師も人気がある選択肢である．家庭教師

の利点は送迎が不要で，子どもに合った対応をしてもらえる点にあり，「学校のプレゼン

テーションの準備などをサポートしてもらう」（F15），「週5日同じ人に来てもらって，

もう一人母親がいる，みたいな存在」（F13）というケースもあり，これらは一部の教育

役割を外部化できていると言える．しかし，その家庭教師を見つけ，仕事ぶりを評価し，

モチベーションを維持してもらうために報酬などを決める「教育エージェント役割」

（Yeoh&Huang2010）や子どもの精神面のサポートは，ほぼすべての家庭で母親が担っ

ている．

2． ヘルパー・祖父母の教育への関与が限定的なのはなぜか

(1)外国人家事労働者（ヘルパー）

子の養育をヘルパーに任せきりにするケースが少ないことは木脇（2007）などの先行研

究でも指摘されてきた．その背景にはヘルパーが雇用主により理不尽な要求をつきつけら

れたり，監視され信頼を試すようなテストに度々遭う中で，サボタージュや着服などの不

服従や抵抗の行動を取りながら渡り歩こうとしていることが指摘されており（上野 2011），

お互いへの不信がある．本調査の対象者からも，自身が幼少期ヘルパーのいる家庭で育っ

たP8は「以前，留守中に（雇用主の自宅に）男を連れ込むなど信頼できない．私が子ど

もの頃もうちにはヘルパーがいたけど，他の大人がいるときといないときではヘルパーが

態度を変えるのをよく知っている」と語る．また，子どものチュータリング等を任せない
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理由として，責任を負うことができない（「ヘルパーは一時的な存在．長期的に責任を持

てる存在ではない」（F12），「躾ができずむしろ子どもが甘やかされてしまう」（S2）），学

歴などの面で能力がない（「うちのヘルパーは低学歴だし，大卒だったとしても，シンガ

ポールの教育システムに対応できるとは思わない」（F10），「大卒のフィリピン人を雇っ

ても中国語はできない」（F12））などの認識が上げられる．

(2)祖父母

政府統計では3世帯同居率は21％（2017年）であるのに対し，対象者で現在，祖父母世

代と同居しているケースは2ケースだった．実家が近居で行き来をして食事を作って食べ

させてもらう（S2,F3），習い事の送迎を父方の祖父が担当する（F2）などの事例はある

が，複雑化する送迎や子どもの勉強への寄り添いはほぼ母親が引き受けている．「祖母が

宿題をやっているかを監督して，私は帰宅後にできていないところがあったらどうやるか

を教える」（F5）など祖父母はチュータリング役割までは担っていない．この理由として

は，まず，能力的な問題を指摘する対象者がいた．祖父母が両親より低学歴であることに

加え，勉強の内容が「やっていることが難しくなっている」（F7）ことから大卒の親です

ら「娘が学んでいることを学び直さないと教えられない」（S4）ため，祖父母がチュータ

リング役割を担うのは難しいと認識されている．また，「祖父母には甘やかすので口出し

しないほしい」（F4）「自分が育てたい方法で育ててくれるとは限らない」（F3）などの教

育方針の違いもあがった．先行研究においても，教育についてアジア系の親が家族の問題

と捉えること（Chao1996）が指摘されてきたが，教育は3世代で方針を一致させて取り

組むプロジェクトではなく，親が方針を決め，実行し責任を負う主体であることが示唆さ

れる．

なお，祖父母との関係性で特筆すべきこととして，自身が専業主婦で親が働いている場

合などを除いて，対象者たちは自分の親に対して，子（孫）育てへの援助があるかどうか

に関わらず生活費を仕送りしている．これについては「アジアの文化」であると捉えてい

る対象者も少なくなく，「渡さないといけない．親をどう扱うかは，子どもが私たちをど

う扱うかでもあるかでもあるから」（P8）と親と自分の関係性が，将来の子による自分の

扶養につながることを示唆するケースもあった．

3． 夫婦の教育役割の分担が母親に偏るのはなぜか

前節では，ヘルパーと祖父母はチュータリング役割や教育エージェント役割について，

信頼面や能力面，関係性においても「責任を負えない」ことから主要な担い手とならない

ことが確認された．それでは，親に残る責任や役割はどのような理由で妻に偏るのか．子

の教育役割の夫婦の分担について，石井（2013）の整理を借りながら理由を検証する．

(1)資源・勢力格差要因

まず，学歴や収入などの資源が少ない方が育児・家事などの無償労働をより多くすると
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考えられる「相対的資源差説」や自由な時間をより多くもつ方が育児・家事参加が多くな

る「時間的余裕説」等の「資源・勢力格差要因」（石井 2013）について検証する．

本調査では，まず専業主婦の場合，妻が担うのが自明のように語られやすく，「夫は月

3回は海外出張していて週末しか帰ってこない週も多いけれど，シンガポールにいるとき

は学校や塾の送迎をしてくれる」（S9）のように時間があるときに限って夫が担当するが，

恒常的な担い手になりにくい状況が観察された．共働きの場合に時間や資源の格差が理由

となる事例は，習い事の送迎等で夫の仕事の方が柔軟で夫が担っている事例（F6）等が

一部見られるものの，妻の方が高収入でかつ夫のほうが柔軟な働き方をして早く帰宅する

場合においても，「夫よりも私のほうが決まった時間に仕事が終わるから」（F9）と妻が

担うケースが複数あった．ここで特筆すべきは，女性が柔軟な働き方をしている場合は，

その柔軟性が家庭役割を担う理由になりやすいのに対し，男女が反対の場合，柔軟性は働

く時間が不安定であると意味づけられ，家庭役割を回避する理由となることがある点であ

る．

また，家事や養育と異なり，チュータリング役割については，多賀（2011）が日本にお

いて，妻よりも自分のほうが学歴が高いゆえに子どもの教育をリードすべきと考える父親

の事例や，職業社会とのつながりを根拠に専業主婦の妻と異なる役割を果たすべきとの言

説があると紹介しているように，学歴や教えるスキルがある方が担う可能性もある．しか

し，本調査では多くのケースでほぼ同等の学歴を保有している夫婦や共働きにおいても，

母親の方が低学歴で専業主婦の場合においても，教育役割は母親が担っているケースが大

半であった．つまり，総じて資源・勢力格差要因はシンガポールにおいて弱いと言える．

(2)意識要因

次に，「性別役割分業観説」と「父親アイデンティティ説」などの「意識要因」につい

て検討する．シンガポールではⅡ章で述べた通り，性別役割分担意識は強くない．男性は

全員が兵役があり，2000年代まで医学部入試に女性3割の制限があったなど，先行研究に

おいては制度的なジェンダー差があることが指摘されている（Kho2010）が，本調査で

は「家のことは女性の仕事である」等の認識が語られることはほぼなかった．役割分担が

発生している場合も「夫にはお金を稼ぐのに集中してもらって，私は家のことをするのが

苦ではない．私たち夫婦にはそれが合っている」（F3），「私は子どもたちと遊ぶのが好き

だけれど，夫は一人でいるタイプ」（S6）等，夫婦の個性に従って役割を選択したと説明

するケースが複数ある．日本では「教育する父」言説が現れ，その背景に家庭内の責任を

平等に担うべきとする男女平等主義や父親の権威の優位性を強調する動きがあるとされる

（多賀 2011）が，本調査では「夫の方が子どもたちに厳しいけれど，夫婦の性格の問題」

（S4）と解釈されるケースや「夫は子どもがしたいことを何でもさせてあげる父親．私は

タイガーマザーでしつけは私の役割．夫婦は補完関係にあるのがいいと思う」（F11）な

ど，父親の威厳等が強調されることはなく，やはり夫婦の個性と意味づけられていた．

一方で，家庭外からは，とりわけ成績が悪い時に，特に母親に責任を負わせる風潮があ
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るとの言及があった．たとえば「40人クラスに教師は1人で，ほとんど何も教えていない

に等しい．だからすべて家庭に投げられていて，親，主に母親が時間もかけないといけな

いし，学校外教育にかなりお金がかかるのでそのために仕事を辞めることもできない．ヘ

ルパーはいても母親の責任はかなり残るし，子どもが落第したら教師も友たちも親戚も

SNSでも，母親の責任になる」（F7），「子どもの教育は母親というかんじはある．成績が

悪いとき先生は母親と話したがる」（F12）などの発言があった．

つまり，意識面では夫婦の間ではそれぞれの個性に基づいた「選択」とされる反面で，

外部から母親に責任を求める圧力がかかっているとの認識がみられる．

(3)ネットワーク・サポート説

妻が夫以外の人から育児などに関して何らかのサポートを得ているなどで家庭内の需要

が少ないと夫の関与が少なくなる「家庭内需要説」については，本調査の対象者にあては

まる側面があった．具体的には，専業主婦でヘルパーがいないケースのほうが「夫は掃除

も洗濯もするし，サポーティブ」（S6）等と，夫の関与とそれに対する妻からの感謝が言

及されるのに対し，ヘルパー雇用家庭の大半で父親の関与の必要性が少ない様子が見られ

た．たとえば「夫は趣味を追いかけているけど週末は子どもと過ごして色々なところに連

れ行くこともあるし，平日は夫がいなくても成り立っている．父親が導いていく時もあり

満足している」（F3）のように，平日にヘルパーや祖父母が子どもに夕飯を食べさせてく

れることを前提に母親も仕事終わりにジムにいくなど自分の時間を確保している事例があ

り，夫婦の教育役割に差があっても，妻は夫に明確な不満を持っているわけではない．

また，教育エージェント役割については，母親が母親同士のネットワークを駆使して塾

や家庭教師を選んでいることが確認された．とりわけ家庭教師は，「1学年上の生徒の

PSLEが終わった直後に確保するのが常識」（P9）であり，「誰かの推薦がないかぎり家

庭教師は信用できない」（F10）と，事前に親戚や友人に紹介してもらうケースが大半で

ある．夫へのインタビューでも「そういうのは妻が聞いてくる」（F6）と，その情報網を

女性が持つゆえにエージェント役割を担わざるを得ない状況も観察された．

「職場環境と慣行説」については，職場で子どもの教育を理由にパートタイムや休職を

することに理解があると言及するケースがみられた．F9は「PSLEの直前数か月は無給

の休暇を取って，対策をすると思う．多くの母親がやっている」という．P3は子どもが

小学校に入ってから，子どもの勉強を見るために週3日のパートタイムに切り替えた．

「男性が同様のことをしたら非難されるか」という質問に対しては，全員が「問題ないは

ず」と言うものの，実際に休んだり時短を選んだりする男性が身近にいるケースは皆無だっ

た．女性たちは「理解ある職場で自分はすごくラッキー」（F2）等と，女性に優しい職場

に対し肯定的に意味づけていることが多い．ここでも，母親が担うものという暗黙の前提

が職場で共有されており，それに対して不平等であるとの考えは対象者から出てこなかっ

た．
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(4)夫婦関係要因

石井（2013）の「母親ゲートキーパー仮説」は家事や子育てを妻の神聖な「領域」で夫

に入ってきてほしくないと考えることなどが影響していると考えるものである．本調査の

対象者たちに該当ケースはなく，反対に，「強制されているとは感じないけれど，夫がや

らないから，結果的に私がやることになる」（F9），「夫がキャリアを追及する人であり，

夫婦両方がそれをしたら家庭が成り立たなくなる（から私がやる）」（P3）など，むしろ

夫側が積極的にやらないことから，妻が引き受けざるをえなくなっている状況が観察され

た．

また，子育てに関する知識が豊富で自信があるほど子育てに参加する「子育てスキル・

スタンダード説」についても，「子どもの宿題をみるときに，夫はやり方を知らないから

といって放り投げることがある．私だって知らないけど，学び直しながらやっている」

（F1）という事例があり，チュータリング役割に必要な教育スキルは夫婦のいずれかが元

から持ち合わせているものではなく，学びながら実施していくものであることが指摘でき

る．「私のほうが子どもたちのことを分かっているから担当する」（F9）という事例もあっ

たが，夫と比べ長い時間を子どもと過ごしてきたゆえに醸成された可能性も高い．これら

をもって，母親たちは教育役割を必ずしも積極的な理由で引き受けているとは言えない．

一方で，前項で述べたように情報収集や紹介で女性のネットワークが使われることに加

え，家庭教師自体が別の母親であり，直接的に母親同士で支え合う様子も観察された．た

とえば元教師で「母親が自分の子に教えるとなると，息子もだらけるので，近所の子と，

息子の学校の友達を呼んで3人に対して教えていた」（P1）という事例や，家庭教師につ

いて「元々友達の友達で，その人も（子どもを持つ）母親だから，子どもをどう扱ったら

いいかもよくわかっている」（F13）と母親同士ゆえのメリットを語る事例があった．

Ⅴ．考察

インタビューの分析からリサーチクエスチョンに答えていく．

RQ1「家事，育児，教育の役割はどのように分担されているか」については，家事は

負担が分散されているのに対しチュータリング役割は母親に偏っており，塾等を利用して

いるケースも教育エージェント役割が母親に残りがちであることが分かった．

RQ2「養育役割は外注できるのに，教育役割はなぜ外注できないのか」については，

子の教育という長期的な責任は親に帰属し，ヘルパーや祖父母に委託できないと考えられ

ていることが観察された．中国系社会では祖父母世代が孫の養育を援助する代わりに老後

の介護を期待するという3世代間の交換があるとされる（落合 2013）のに対し，本分析

ではシンガポールのミドルクラスの教育については，祖父母の関与が少なく，親子間で責

任が完結していることが観察された．Teo（2011）はシンガポールでは「文化としての新

自由主義」が根付いており，個人化した競争という近代化と，集合的に家族のWellbeing

を目指す伝統の対立した価値が同時に存在すると指摘するが，教育においては，この2つ
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の対立した概念は子どもの教育を「家族責任」とすることで接続する．子の教育が親の責

任であることは，老親扶養法のような親と子を接続させる仕組みと無関係ではないだろう.

RQ3「家庭に残る教育役割は，なぜ母親に偏るのか」については，以下2点が見いだ

された．1点目は，他者に委託できない教育の役割のほとんどを，父親ではなく母親が担っ

ている理由として，夫婦の役割分担が本人たちの個性や性格の結果として語られる反面，

外部からは母親に対して子どもが教育達成に失敗した際の責任を負わせられるプレッシャー

があるということである．シンガポールのミドルクラスにおいては，家事と乳幼児の養育

について脱家族化がある程度実現しているからこそ，父親の関与は就学前に少なくて済み，

学齢期にあらたな役割が発生してもあまり増えない．このように外から期待される役割に

はジェンダー差があるにもかかわらず，家庭内での役割偏重は当事者には自分たちの選択

と解釈されている．Quah（2008）はアジアの女性が伝統と現代的価値の矛盾に直面した

際，リベラルな考え方をしながら保守的な行動をすることがあるとする．ワークフェアを

前提にしたシンガポールにおいて，新自由主義的な自己責任論は，母親こそが子どもの人

的資本育成のプロジェクト責任を負うという保守的役割分担を求めながら，その役割を負

うことを個々の自己選択の帰結として押し込め，不問に付している．

2点目として，ミドルクラスの母親たちの教育戦略や実践は，広義の家庭内育児資源よ

りも母親同士のネットワークによって支えられているが，これがむしろ女性の教育責任を

強化している可能性である．社会関係資本（SC）の先行研究でも女性は男性に比べ豊か

なSCから多くの利益を得ていることが指摘されるとおり（杉原 2018），シンガポールの

女性も同じ属性同士のネットワークで支え合っていると言える．ただし，シンガポールに

おいて母親たちが活用するのは，ミドルクラスの個人の人脈としてのSCである．SCの

先行研究としては，非エリート層を補うコミュニティとして捉えるコールマン（Coleman

1988）と，経済資本等から変換可能であり，エリート層ほど恵まれている個人の資本とし

て概念化するブルデュー（Bourdieu1986）の議論があるが，本調査対象者のSCはブル

デューの概念に近く，家族の自己責任論，そして教育競争をむしろ強化するようなもので

ある．

これまでのSC研究においては，女性がケア労働を担うことで政治的なSCを構築しづ

らくなることや女性の保有するSCは自分自身よりも他者のために転換されやすいことが

指摘されてきた（O'neill＆ Gidengil2006）．これに対し，シンガポールにおける情報交

換や家庭教師の確保等に使うSCは，自然に形成されるものではなく（Bourdieu1986），

メインテナンスが必要（Bezanson2006）である，つまり労力をかけて獲得するものであ

るうえに，時に母親たちが「母的思考」（Ruddick1980）を生かした資本を持っているこ

とこそが，役割を女性に偏らせる要因となっている．ここでの母親のSCは，日本で研究

されてきたパーソナルネットワークが高学歴志向を形成するといった間接的な効果（荒牧

2018）や，保護者が学校と関わることで公的教育の中で教師との関係構築等により我が子

の教育を有利に進めようとする米国（Lareau1989=2000）などとは質的に異なり，より

直接的に市場化オプションの中で，ミドルクラスの母親同士がときに経済資本を転換させ
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ながら個人の利益を最大化させ競争に勝ち抜くための情報や実践をもたらすものである．

Ⅵ．結論

本稿における質的調査は，以下の3点において福祉レジーム論への示唆を与えるだろう．

第一に，介護や保育の脱家族化が進む国においても，人的資本を念頭においたワークフェ

ア施策下で教育役割は結局母親責任となっており，家庭内のジェンダー平等を検討する際，

とりわけアジアにおいては，学齢期の子どもの教育を巡る競争の様相と担い手を考慮する

必要があるということである．とりわけ新自由主義下では，競争と評価の対象となる商品

としての労働力の価値を高めるために欠かせないものとなる（広田 2013）.Brown

（2015＝2017）はケアの供給と責任を念頭に，家族主義が新自由主義的民営化の本質的な

必要条件となっており，「女性が人的資本のための基盤」となることで，ジェンダー問題

は新自由主義によって強化されたと指摘するが，ケアよりも教育においてこそ家族主義と

新自由主義の接続は顕著である．ミドルクラス以上の教育熱心な親が時間や労力をかける

現象は，国全体の新自由主義や社会投資アプローチ（Jenson2012）と接続することで主

流化すれば，少子化や女性の指導的地位達成においての国の根幹の問題となる．

第二に，福祉レジーム論において家族・市場・国家以外の担い手としてコミュニティや

ネットワークに焦点を当てる際には，その質や在り様，その維持・管理作業を誰が担って

いるか等を考慮する必要があるということである．福祉レジーム論では国家の福祉機能が

縮減し，市場や家族が補完できない場合，共同体やインフォーマルだが親族ではない多様

な人間関係が含まれる「コミュニティ」への期待が現れる（新川 2015，落合 2013）．し

かし，伝統的な共同体は工業化した社会では衰退しているうえ，非営利組織などの任意の

選択的共同体も限定されている（上村 2015）中で，そのようなものに代わり，教育の面

でシンガポールの女性たちが活用しているのが同性ネットワークであった．しかし，この

SCは競争をむしろ強化し，格差を再生産するような性質のものである．ではいかなる主

体が教育の責任を担うべきなのか．ケアにおいては，男性も公平に分担する「普遍的ケア

提供者モデル」が1つの解として提示されている（Fraser2013）.教育においても，ジェ

ンダー平等のためには「普遍的教育提供者モデル」が実現することが望ましい．ただし，

急いで付け加えなければならないのは，ケアとは異なり，家庭教育において両親が関わる

ことを解とすれば，階層の再生産の問題は解決しないばかりか，強化されてしまう可能性

があるということである．その意味では，夫婦でもコミュニティでもなく，国家の役割に

おいて，公的教育で担える時間や範囲を増やすことや，教育制度自体の見直しを通じて競

争過熱を抑えること，別途分配的施策を検討すること等が必要である．

第三に，福祉レジームの担い手を巡る議論において，とりわけ家族が担っている領域に

ついて当事者の解釈を検証することが，なぜ現状の分担や在り様が維持されているのかを

理解する一助になるということである．シンガポールにおいて，親たちは教育システムや

試験制度への不満はあっても（Mathewsetal.2017），制度を変えようと立ち上がるよう
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な社会運動の形ではなく，個人個人が社会関係資本を活用しながら寄与の枠組みにおいて

どう勝ち抜くかの情報交換に向かっている．このような集団的行動も，役割分担を夫婦の

選択として捉える行動も，一見国にとって都合のいいものではある．しかし，同時に，本

来シンガポールが目指している，女性にも労働市場での就労を促すワークフェアや，属性

に左右されずに登用をするメリトクラシーの足かせとなっている可能性もある．ある福祉

レジーム下で担われている役割の実態を検証するうえでは，国の制度や費用負担面だけで

はなく，政策の受け止め手である国民の認識や実践の両側面を観察する必要がある．

日本政府も，2010年代から女性活躍支援を謳い，家事代行の外国人労働者受け入れやベ

ビーシッター等の補助事業を運営しはじめた．このような育児の外部化が夫婦の役割分担

や女性の就労に対して持つ効果を検討する上で，シンガポールの事例は参考になるだろう．

本稿の限界としては，シンガポールの国際比較可能な量的データが限られ，教育に対す

る意識や役割分担の要因について統計的に分析ができていないこと，ミドルクラスの母親

のみを対象としており，学歴や階層間の比較ができていないこと，他国との比較調査がで

きていないことが上げられ，今後の課題としたい．また教育役割が具体的にどのように女

性の就労を阻害する要因となっているかについては稿を改めたい．

（2022年1月10日査読終了）

謝辞

本論文の執筆にあたっては，国立社会保障・人口問題研究所の是川夕国際関係部長を筆頭に，同

「国際的な視点から見たジェンダー研究の展開」プロジェクトの参加者の方々に貴重な機会と有意

義なコメントをいただき，深く御礼を申し上げたい．在籍する東京大学大学院教育学研究科比較教

育社会学コースにおいても，本田由紀教授の指導のほか，複数のゼミで先生方及びゼミ生など多く

の方々に御協力を賜わった．また，シンガポールでインタビューに答えていただいた対象者の方々

の協力がなければ実現しなかった研究であり，外国人の研究者に時間を割いたり他の協力者を紹介

していただいたりしたことを心より感謝の意を表したい．

文献

Bach,D.&Christensen,S.(2017)"BattlingtheTigerMother:Pre-SchoolReformandConflictingNorms

ofParenthoodinSingapore,"Children&Society,31(2)pp.134-43.

Bezanson,K.(2006)"GenderandtheLimitsofSocialCapital,"CanadianReviewofSociology,43(4)

pp.427-43.

Bourdieu,P.,(1986)"TheFormsofCapital",Richardson,J.,HandbookofTheoryandResearchforthe

SociologyofEducation,Westport,CT:Greenwood,pp.241-58.

Brown,W.(2015)Neoliberalism'sStealthRevolution,NewYork,ZoneBooks.（=ウェンディ・ブラウン著，

中井亜佐子訳（2017）『いかにして民主主義は失われていくのか:新自由主義の見えざる攻撃』みすず書房.）

Chao,R.K.(1996)"ChineseandEuropeanAmericanMothers'BeliefsabouttheRoleofParentingin

Children'sSchoolSuccess,"JournalofCross-CulturalPsychology,27(4)pp.403-23.

Coleman,J.S.(1988)"SocialCapitalintheCreationofHumanCapital,"TheAmericanJournalof

―194―



Sociology,94,pp.S95-S120.

Daly,M.&Rake,C.(2003)GenderandtheWelfareState:Care,WorkandWelfareinEuropeandthe

USA.Cambridge,PolityPress.（デイリーメリー・レイク，キャサリン著,杉本貴代栄 監訳（2009）『ジェ

ンダーと福祉国家:欧米におけるケア・労働・福祉』ミネルヴァ書房.）

Ehrencreich,B.,&Hochschild,A.R.(2002)GlobalWomen:Nannies,Maids,andSexWorkersinthe

NewEconomy,NewYork,HenryHolt.

Esping-Andersen,G.(1999)SocialFoundationsofPostindustrialEconomies,NewYork,Oxford

UniversityPress.（エスピン-アンデルセンG著，渡辺雅男・渡辺景子訳（2000）『ポスト工業経済の社会的

基礎:市場・福祉国家・家族の政治経済学』桜井書店.）

Esping-Andersen,G.(2009),TheIncompleteRevolution:AdaptingtoWomen'sNewRoles.Cambridge,

PolityPress.（エスピン-アンデルセンG著,大沢真理監訳（2011）『平等と効率の福祉革命：新しい女性の

役割』岩波書店.）

Fraser,N.(2013)FortunesofFeminism:FromState-ManagedCapitalismtoNeoliberalCrisis,Verso,NY.

GlassdoorEconomicResearch(2019),Progressonthegenderpaygap2019,

https://www.glassdoor.com/research/app/uploads/sites/2/2019/02/Gender-Pay-Gap-2019-Research-

Report.pdf.（2021/8/21最終閲覧）

Goransson,K.(2015)"RaisingSuccessfulChildren:ChildrenasAccumulationStrategyandthe

RenegotiationofParentingArrangementsinSingapore,"TheAsiaPacificJournalofAnthropology,

16(3),pp.211-226.

Hashmi,A.R,&Mok,W.J,(2013)"DeterminantsofLowFertilityinSingapore:EvidenceFroma

HouseholdSurvey,"TheSingaporeEconomicReview,Vol.58,No.4,pp.1-26.

ILO(2020)WomeninmanagerialandleadershippositionsintheG20,ILO.

IPS(2013)PerceptionofPoliciesinSingapore（POPS）Survery6,Singapore.POPS.

Jenson,J.(2012)"RedesigningCitizenshipRegimesafterNeoliberalism:MovingtowardsSocial

Investment,"Morel,N.,Palier,B.,andPalme,J.(eds)TowardsASocialInvestmentWelfareState?

Ideas,PoliciesandChallenges,Bristol,PolicyPress,pp.61-87.

Jones.G.,Straughan,P.T.,&Chan,A.(2008)Ultra-LowFertilityinPacificAsia,Oxon,Routledge.

Jones,G.W.(2012),"PopulationPolicyinaProsperousCity-State:DilemmasforSingapore,"Population

andDevelopmentReview,38(2):pp.311-336.

Kho,E.M.(2010)"EconomicPragmatismandthe'Schooling'ofGirlsinSingapore."HSSEOnline4(2)，

pp.62-77.

Lareau,A.(1989=2000)HomeAdvantage:SocialClassandParentalInterventioninElementaryEducation,

Maryland,Rowman&LittlefieldPublishers.

Lareau,A.andWeininger,E.B.(2008)"Time,Work,andFamilyLife:ReconceptualizingGenderedTime

PatternsthroughtheCaseofChildren'sOrganizedActivities."SociologicalForum,23(3)pp.419-54.

Lim,L.Y.C.(2015)"BeyondGender:TheImpactofAge,Ethnicity,NationalityandEconomicGrowthon

WomenintheSingaporeEconomy,"TheSingaporeEconomicReview,60(2),pp.1-16.

Lin,E.,Gan,G.,andPan,J.(2020)Singapore'sAdjustedGenderPayGap,MOM,Singapore.

https://stats.mom.gov.sg/iMAS_PdfLibrary/mrsd-Singapores-Adjusted-Gender-Pay-Gap.pdf

Mason,M.S.K.(2015)ComparativeWelfareCapitalisminEastAsia:ProductivistModelsofSocial

Policy,PalgraveMacMillan.（メイソンキム著・阿部昌樹・全泓奎・箱田徹訳（2019）『東アジア福祉資本

主義の比較政治経済学:社会政策の生産主義モデル』東信堂.）

Mathews,M.,Lim,L.,andTeng,S.(2017)"Parents'PerceptionsoftheSingaporePrimarySchoolSystem,"

InstituteofPolicyStudiesWorkingPapers,No27.

https://scholarbank.nus.edu.sg/handle/10635/141802.

MSF(MinistryofSocialandFamilyDevelopment)(2014)GenderDiversityOnBoards:ABusiness

Imperative,https://www.msf.gov.sg/research-and-data/Research-and-Statistics/Pages/Gender-

Diversity-on-Boards-A-Business-Imperative.aspx（2021/10/12最終閲覧）

Okin,S.M.(1989)Justice,GenderandtheFamily,Cambridge,BasicBooks.（スーザン・M・オーキン著,

―195―



山根純佳,内藤準,久保田裕之訳（2013）『正義・ジェンダー・家族』岩波書店.）

O'Neill,B.andGidengil,E.(2006)GenderandSocialCapital,NewYork,Routledge.

Park,H.,Byun,S.-y.andKim,K.-k.(2011)"ParentalInvolvementandStudents'CognitiveOutcomesin

Korea:FocusingonPrivateTutoring."SociologyofEducation,84(1),pp.3-22.

Quah,A.R.(2008)FamiliesinAsia:HomeandKin,SecondEditon,Oxon,Routledge.

Ruddick,S.(1980)"MaternalThinking."FeministStudies:FS6(2),pp.342-67.

Sainsbury,D.(1994)"GenderingWelfareStates,"London,Sage.

Shum-Cheung,H.S.,Hawkins,R.andLim,K.W.(2006)"TheParentingProject:DisciplinaryPractices,

ChildCareArrangementsandParentingPracticesinSingapore."

https://www.semanticscholar.org/paper/d4f72583fe4f2ae1c6e097d8382c55003c85d5b7.

Sun,S.H.(2012)"CareExpectations,Mismatched:StateandFamilyinContemporarySingapore,"

InternationalJournalofSociology,32(11/12)pp.650-663.

Tan,C.(2017)"PrivateSupplementaryTutoringandParentocracyinSingapore,"Interchange,48,

pp.315-329.

Teo,Y.(2010)"ShapingtheSingaporeFamily,ProducingtheStateandSociety,"EconomyandSociety,

39(3),pp.337-359.

Teo,Y.(2011)NeoliberalMoralityinSingapore:HowFamilyPoliciesMakeStateandSociety,Oxon,

Routledge.

Teo,Y.(2015)"InterrogatingtheLimitsofWelfareReformsinSingapore,"DevelopmentandChange,

46(1)pp.95-120.

Teo,Y.(2016)"Noteveryonehas'maids':classdifferentialsintheelusivequestforwork-lifebalance,"

Gender,PlaceandCulture,23(8),pp.1164-1178

Teo,Y.(2018)WhoseFamilyMatters?Work-Care-MigrationRegimesandClassInequalitiesinSingapore,

CriticalSociology,44(7-8),pp.1133-1146.

TheWorldEconomicForum(2021)GlobalGenderGapReport2021,TheWorldEconomicForum.

https://www3.weforum.org/docs/WEF_GGGR_2021.pdf

Yeoh,B.S.A.,andHuang,S.(2010)"MothersontheMove:Children'sEducationandTransnational

MobilityinGlobal-CitySingapore,"Chavkin,W.&Maher,J.M.(Eds)TheGlobalizationof

Motherhood,Oxfordshire,Routledge,pp.43-66.

荒牧草平（2018）「母親の高学歴志向の形成に対するパーソナルネットワークの影響：家族内外のネットワーク

に着目して」『家族社会学研究』30(1)，pp.85-97.

石井クンツ昌子（2013）『「育メン」現象の社会学』ミネルヴァ書房.

岩田正美・大沢真知子編（2015）『なぜ女性は仕事を辞めるのか：5155人の軌跡から読み解く』青弓社.

上野加代子（2011）『国境を越えるアジアの家事労働者：女性たちの生活戦略』世界思想社.

上野千鶴子（1990）『家父長制と資本制』岩波書店

岡本英雄（2000）「日本型雇用慣行の変化と母親意識：周辺化する女性労働力」目黒依子,矢沢澄子編『少子化

時代のジェンダーと母親意識』新曜社.

落合恵美子・山根真理・宮坂靖子・周維宏・斧出節子・木脇奈智子・藤田道代・洪上旭（2004）「変容するアジ

ア諸社会における育児援助ネットワークとジェンダー」『教育学研究』第71巻第4号，pp.2-18.

落合恵美子（2011）「個人化と家族主義：東アジアとヨーロッパ，そして日本」ウルリッヒ・ベック，鈴木宗徳，

伊藤美登里編『リスク化する日本社会：ウルリッヒ・ベックとの対話』岩波書店，pp.103-125.

落合恵美子編（2013）『親密圏と公共圏の再編成：アジア近代からの問い』京都大学学術出版会.

上村泰裕（2015）『福祉のアジア：国際比較から政策構想へ』名古屋大学出版会.

木下康仁（2003）『グラウンデッド・セオリー・アプローチの実践：質的研究への誘い』弘文社．

木脇奈智子（2007）「シンガポールの子育てと子育て支援」落合恵美子・山根真理・宮坂靖子編『アジアの家族

とジェンダー』勁草書房，pp.230-244.

シムチュンキャット（2009）『シンガポールの教育とメリトクラシーに関する比較社会学的研究：選抜度の低い

学校が果たす教育的・社会的機能と役割』東洋館出版社.

―196―



新川敏光（2015）『福祉レジーム』ミネルヴァ書房.

末廣昭（2010）『東アジア福祉システムの展望：7カ国・地域の企業福祉と社会保障制度』ミネルヴァ書房.

杉原名穂子（2018）「社会関係資本と家族要因の関連と効果：ジェンダー論の視点から」『社会情報学』6(3)，

pp.19-33.

鈴木透（2012）「日本・東アジア・ヨーロッパの少子化」『人口問題研究』68(3)，pp.14-31.

多賀太（2011）『揺らぐサラリーマン生活：仕事と家庭のはざまで』ミネルヴァ書房，pp.127-157.

田村慶子・篠崎正美編著（1999）『アジアの社会変動とジェンダー』明石書店.

辻由希（2012）『家族主義福祉レジームの再編とジェンダー政治』ミネルヴァ書房.

天童睦子・多賀太（2016）「「家族と教育」の研究動向と課題：家庭教育・戦略・ペアレントクラシー」『家族社

会学研究』28(2)，pp.224-33.

西川真規子（2001）「高学歴女性と継続就労？就労選好と就労行動の関係を探る」脇坂明,冨田安信編『大卒女

性の働き方:女性が仕事をつづけるとき，やめるとき』日本労働研究機構，pp.83-100.

西村純子（2014）『子育てと仕事の社会学：女性の働きかたは変わったか』弘文堂.

平尾桂子（2004）「家族の教育戦略と母親の就労：進学塾通塾時間を中心に」本田由紀編『女性の就業と親子関

係：母親たちの階層戦略』勁草書房，pp.97-113.

広田照幸（1999）『日本人のしつけは衰退したか：「教育する家族」のゆくえ』講談社.

広田照幸（2013）「福祉国家と教育の関係をどう考えるか」広田照幸,橋本伸也,岩下誠編『福祉国家と教育:比

較教育社会史の新たな展開に向けて」』昭和堂，pp.230-248.

舩橋恵子（2006）『育児のジェンダー・ポリティクス』勁草書房.

本田由紀（2005）「子どもというリスク」橘木俊詔編『現代女性の労働・結婚・子育て』ミネルヴァ書房.

本田由紀（2014）『もじれる社会：戦後日本型循環モデルを超えて』ちくま新書．

丸山桂（2001）「女性労働者の活用と出産時の就業継続の要因分析」『人口問題研究』57(2)，pp.3-18.

宮坂靖子（2007）「中国の育児：ジェンダーと親族ネットワークを中心に」落合恵美子・山根真理・宮坂靖子編

『アジアの家族とジェンダー』勁草書房，pp.100-120.

山口和男（2017）『働き方の男女不平等：理論と実証分析』日本経済新聞出版社.

山根純佳（2010）『なぜ女性はケア労働をするのか』勁草書房．

柳采延（2021）『専業主婦という選択：韓国の高学歴既婚女性と階層』勁草書房.

渡辺秀樹（1999）「戦後日本の親子関係：養育期の親子関係の質の変遷」目黒依子・渡辺秀樹編『講座社会学2

家族』東京大学出版会（広田照幸編著2006『日本の教育と子育て・しつけ』日本図書センター，

pp.342-364）

―197―



―198―

GenderGapinEducationalRoleinAsianWelfareRegimes:
AQualitativeResearchonMiddle-ClassMothersinSingapore

NAKANOMadoka*

In theacademicfield offamily sociology,therehasbeen increased interestin

"housewifization,"whichisaphenomenonofmothersbecomingfull-timehousewivestofulfillthe

educationalroleforschool-agedchildreninAsia.ItissaidthatSingaporeisoneofthecountries

wheretheeducationalroleisheavilyonparents,especiallymothers,althoughmiddle-classparents

areableto"defamilise"childcare.Theburdenofeducationforchildrenisconsideredtobeoneof

theunderlinedreasonsforlowfertilityratesanddecliningemploymentratesamongwomenintheir

late30sandbeyond.

Ontheotherhand,previousstudiesoninternationalcomparisonofwelfareregimeshave

overlookedtheproblemofgenderequalityregardingchildren'seducation.Toanswertheremaining

questionsofwhychildren'seducationcannotbeoutsourcedandwhytheburdenismostlyon

mothers,Iconductedsemi-structuredinterviewswith32middle-classmothersand3setsofparents

inSingapore.

Themainfindingsareasfollows:First,itisconfirmedthattherespondentshaveresourcesto

outsourcehouse-chore;however,checkingchildren'shomework,drivingchildrentoandfrom

enrichmentclasses,orfindingandmanagingprivateeducationoutsideofschoolisstillmostlythe

responsibilityofmothers.Withthegovernment'semphasisonhumanresourcesandfamilismatthe

sametime,educationalrolesareconsideredasalong-termresponsibilityofparents;thus,neither

helpersnorgrandparentscanfulfilltheroles.Second,therearemainlytworeasonswhytheseroles

mostlyfallmoreonmothers'shoulderthanfathers'.Thefirstreasonisthesocialexpectationsand

pressureonmothersregardingchildren'seducation.Althoughmanyrespondentsexplainthe

dividedroleasachoiceofacouple,somemothersmentionthattheyweretheoneswhowouldbe

blamedbyteachersandrelativeswhentheirchildren'sacademicperformancedeclines.Thesecond

reasonisthatmothersaremorelikelytohavesocialnetworkstoevaluateandintroduceso-called

goodtutorsortuitioncenters(prep-school).Whilethesemiddle-classwomen'ssocialcapital

supportstheirchildren's'educationalachievement,italsoisthereasonwhymothersaremuchmore

likelytobeinvolvedintheireducation.

Inconclusion,thispapershowedtheimportanceofsheddinglightonthegendergapregarding

children'seducation.Moreover,neoliberalismandworkfarepoliciesconnectedwithfamilismput

thesocialpressureonmotherstoraisesuccessfulhumanresources.Atthesametime,itis

importanttoobservewhatkindofcommunitiesandnetworksaresupportingfamilies.Inthestudies

ofwelfareregimes,researchersoftenexpectcommunitiestobeasafety-netinsteadofthefamily,

state,ormarket.However,themother'snetworksofthemiddle-classcanonlywidenthesocial

inequity,ratherthantobeasafety-net.Lastly,notonlylawsandpoliciesbutalsopeople's
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perceptionsandbehaviorsshapewelfareregimesandgenderbalance.Thepapershowsitisworth

observingparents'educationalstrategyandeducationalpracticewithinafamily.

Keywords:Educationalrole,Welfareregimes,Gender,Neoliberalism,Familism


